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『アジアの自動車産業』
　一部品供給企業の発達一一
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　発展途上国が近代技術の習得過程で直面する問題に関

する研究で，機械工業が経験的作業の1つの焦点となっ

ている。その理由の1つはこの部門の発展が経済全体の

技術進歩に繋がることにあるが，それに劣らず興味深い

問題として，機械の生産プロセスの特異性一個々の部

品の製造と組立とボ幾つかの非連続的な段階を経て進行

する一に由来する生産の分業組織と技術の発展ゐ関係

の問題がある。機械生産技術の発達している先進工業国

では自動車工業に典型的に見られるように，分業が著し

く進んでいるが，後発国でその技術の習得と産業組織的

展開とが相互にどのように係わり合って進むのか，そし

てそこにどのような障害があるのか，これが問題である。

　この無題を考えるのに，基本的に2つの発展パターン

を想定できる。1つは，輸入機械の維持・修理に始まり，

部品の補修或いは簡単な機械の模倣生産を通じて産業の

基盤が水平的に拡大し，技術の蓄積が徐々に進むと同時

に，生産における垂直的分業が起るパターンである。第

2のパターンは，機械生産経験の余り無い国で政策主導

下に輸入部品の組立が起り，’時を追って部品の国産化が

進むもので，通常外国企業が技術提供者として関与する。

この後者の特徴は，最終製品が当初から「国際的水準」

の品質を有することで，当の産業の展開は部晶をどの程

度国産化できるか，そしてそれを誰が一組立を行う主

企業か，下請部品生産企業か一一担うかに依る。

　尾高鳩之助教授編集による丁加M・妙距ん獅θ勉伽3一

彦拶勿孟∫伽は，上記第2のパターンを主題に，東南ア

ジア・東アジアの自動車工業を対象としてCouncil　for

Asiall　Manpower　Studies（CAMS）が1975年以来実施し

てきたAFDA比較研究プロジェクトの結果をまとめた

ものである。このプロジニクトの概要については，石川

滋教授による「まえがき」と編者の「序」に詳しいので省

略するが，その特徴は予め準備されたコンセプト・ペー

パーに基づきアジアの途上国5ヶ国（インドネシア，マ

レーシア，タイ，フィリピン，韓国）で各国の研究者が

同時並行的に自動車工業における下請企業の現況を調査

したところにある。また，日本における自動車工業の下

請企業の発展についても編者を含む3人のチーム（他の

2人は小野桂之助，足立文彦両教授）によって多分に歴

史的な調査が為されている。本の構成に即して言うと，

以上の国別め6報告が，全8章の内6章牽占め，それを

臨む形で，第1章に編者による下請工業発展論に関する

問題提起（本誌第29巻第3号一1978年7月一の同教授

による「下請制機械工業歯序説」に基づく），最終の第8

章で全体のまとめと政策的含意の検討が為されている。

　現在自動車の組立を行っている途上国は約30ヶ国を

数えるが，その大多数は輸入CKDキットの国内組立の

域を出ない。上記のアジアの途上国は，2・3のラテン・

アメリカ諸国及びインドと並んで，積極的に自動車の国

産化計画を進めている方である。国産化計画の内容は国

によって差異もあるが，主要な柱は完成車の輸入制限に

よるCKD組立の開始に続いて，各種自動車組立用部品

の国産化スケジュール（これには生産コストベース，重

量ベース等色々ある）を作成し，その実施を主組立企業

に義務づけると同時に，保護関税や各種優遇措置の設置

により国内の部品製造企業の育成を図ることにある。

　調査対象国での自動車組立部品の国産化は1970年代

前半から進められたが，数年を経た調査時点での結果は，

本書によると総じて国産化率の上昇，下請参加企業数の

増加の形で政策効果があったとされている。しかし，そ

の過程で問題も輩出した。国内市場の規模が極めて小さ

いにも拘らず多数のメーク・モデルの組立が行われるた

め部品生産における規模の経済が享受されないこと，機

械生産経験が不足しているため下請企業の技術的・経営

的能力が著しく低いこと，主組立企業と下請企業との間

で安定的な相互依存関係が育たないこと，更にその結果

として生じる高生産コスト，低品質の問題等が各国の経

験を通して明らかにされている。これらの問題の指摘と

その企業レベルでの把握は，この本の重要な貢献として

挙げられる。

　調査対象国における自動車工業の長期的な発展との関

係でより深刻な問題は，過去の国産化計画の実施過程で，
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主組立企業から土着の下請企業に対して近代生産技術の

普及が起らなかったことであろう。韓国を除く他のアジ

ア諸国では，組立部品の国内生産の拡大は外国部品メー

カーの子会社或は提携企業に依るところが大きく，これ

らの企業と土着の下請企業との間に技術格差が出来つつ

ある。しかも，前者は国産化計画の優遇措置を享受する

ばかりでなく，主組立企業の信用も比較的厚いので，格

差は構造的性格を帯びつつある。この傾向はインドネシ

ア，マレーシアで特に顕著である。フィリピン，タイで

は，主組立企業が部晶を内製する揚合も多く，土着下請

企業を更に圧迫する要因となっている。このように外国

企業と外国技術に依存しつつ下請関係が展開している東

南アジア諸国と異なり，韓国では，自動車の維持・修理業

が戦前から存在しており，基礎的な機械加工技術が1960

年代の自動車組立開始以前にある程度定着していた為，

主組立企業から独立した下請企業の成長が可能であった。

これらの下請企業は近代技術獲得手段として外国部晶メ

ーカーとの技術提携を多用するが，主組立企業に依存す

ることは余りなく，この点で緊密な下請関係の展開に特

徴づけられる日本の経験と異なるとされ，ている。

　これらのAFDAプロジェクトの中心的テーマに関係

する研究成果の他にも，個々の国別の報告で多くの興味

深い指摘が為されている。前後の脈絡なしに幾つか例を

挙げると，中間財取引に課税することで実質的に下請生

産の展開を阻害しているインドネシアの税制（57頁），

インド系外資が参入しているマレーシアの下請産業（133

頁），比較的小規模の主組立企業に対して規模で見劣り

しない外国系下請企業の参入しているタイ（225頁），主

組立企業の国産化率計算に部晶輸出を国産部分として勘

定させることで，生産における規模の経済の顕著な主

要部品の国内生産を図るフィリピンの政策とその含意

（270－271頁）等々である。

　以上の雑な紹介では，到底この本に盛られた豊かな経

験的調査の成果を伝えることは出来ない。以下では，む

しろその成果が本書評の冒頭で示した機械工業の2つの

発展パターンとの関連でどのような意味を持つのか，ま

たどのような追加的研究・調査の必要を示唆しているの

かについて，若干コメントして見たい。

　第1に，摂動車の国産化計画が多くの途上国で実施さ

れていることは事実であるが，そこでの発展のパ．ターン

を論じるには，欧米日．の多国籍自動車メーカーの役割を

明示的に扱う必要があると思われる。これらのメーカー

と密接な関係にある東南アジア諸国の主組立企業の下請

対策が，単に後者のrmake－or－buy」決定に依存せず，
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前者の親メーカーの影響をかなり受けることは明らかで

ある。逆にそのような影響を断った日本と韓国では，土

着の主組立企業が自らの「make－or－buy」決定において

政府の国産化措置により敏感に反応を示し得たと謡えら

れる。多国籍自動車産業自体が著しい構造転換を経験し

ている現在，その途上国の自動車国産化計画に対する影

響を明らかにするのは容易ではないが，欧米日の主要自

動車．メーカーの途上国下請企業に対する技術移転効果を

皆目に比較すること，或いは同一メーカーの異なる国に

おける対応を比較すること等の作業を通してこの問題に

新たな光が当てられるのではないだろうか。この関係で，

インドネシアについて，下請関係の展開が日系の主組立

企業の場合に，より顕著であるとの指摘（76頁）のある

ことは注目に率いする。

　第2に，韓国及び東南アジア諸国の報告で明らかなよ

うに，・自動車組立手心の下請生産と交換部晶生産を含む

部品加工一般を区別して発展パターンを考えることは難

しい。完成車の市場が国内の機械生産能力に先んじて形

成される後発国では，必然的に輸入車の修理・維持を通

しての機械加工技術の習得が重要性を帯びる。これは冒

頭の第1の基本的パターンを示唆するものであるが，自

動車修理業が途上国に広範に存在することを考えれば，

そのような蓄積がどのような過程を経て自動車に限らず

一般的な機械生産能力の強化に導くのか調査することも

有意味であろう。

　第3に，日本の自動車工業における歴史的に緊密な下

請関係の展開をレファレンス・モデル的に扱うのには注

意を要する。その1つの理由は，（評者の理解不足かも

知れないが）戦前の自動車国産化開始後，国内の主組立

企業が輸入車と外資（GMとフォード）による組立車から

の競争で未だその存立基盤自体が危うかった時期（つま

り現在の東南アジア諸国の置かれている状況下）に，「安

定的」で「緊密な」下請関係が存在し得たのか必ずしも

明らかでないことである。一方，技術の普及に限って言

えば，主組立企業自体の技術的能力が限られていた初期

の段階では，必ずしも主企業から下請へ常に技術のスピ

ン・オフ効果が流れたのではなく，むしろ（現在の東南

アジア諸国との対比では）両者間の技術格差は小さく，

国策下で早急に国産化を進める必要上相互の関係が緊密

になっていったとも考えられる。これは，現在の（或い

は展開によっては近い将来の）韓国のパターンであるか

も知れない。

　最後に，それでは東南アジア諸国の場合に自動車国産

化計画をどうするかであるが，編者の結びの章における
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市揚規模を考慮した適正設計車，適正技術の選択の議論

は肯けるとして，それとの関連で外国企業がどのような

役割を果し得るのかについて言及されていないのは惜し

まれる。評者には，現在の組立及び部品供給で十分な利

益を上げている多国籍自動車メーカーが，かなりのリス

クを伴う適正設計車構想に容易に乗り出すとは考えられ

ない。その揚合には，当該国政府はより自立的な生産組

織とより自助的な政策的アプローチの可能性を検討する

必要が生じる。そあ第一歩は，当然自動車工業を国内機

械工業全体の発展との関連で把え直す作業であろう。そ

れには途上国の他の機械工業部門における経験を知る必

要がある。この本はその先導的役割を果す重要な書であ

ると言える。　　　　　　　　　　　　　〔長尾真文〕
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